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決  算  状  況 ふりがな かこがわし 交付税 Ｉ種地
令 和 ６ 年 度

都道府県名 兵庫県

コード番号 282103 市町村類型

市町村名 加古川市 種地区分 5

区分 第１次 第２次 第３次

国
調

260,878   R2 年

就
業
人
口

267,435 138.48 1,883.9 203,937 R2年 935 35,936 74,679
H22 年 266,937 人

H27 年 人 ％ ％ ％
増加率  (R2/H27) △ 2.5 % 0.8 32.2 67.0

国 調H17 年 267,100 人

212,490増加率 (H27/H22)

998 39,169 75,856
256,466 人

国 調 ％ ％

住本
民台
基帳

R7.3.31 総合計画議決 実施計画
策定年月

実施計画期間
H27年

 旧工特

過疎  山振

低開発

財政健全化等

％
R6.3.31 257,896 人 R2年 12月 15日 R6年4月 R6年～R8年 0.9 33.7 65.4

財源超過

区　　　　　　分 令和５年度 令和６年度 区　　分 指 数 等 指定団体等の状況

基準財政需要額 44,100,297 千円

千円
2 歳 出 総 額 B 99,375,080 99,290,953

1 歳 入 総 額 A 100,612,743 100,453,660 千円

基準財政収入額 36,370,150

都市開発

5 実  質  収  支  （C-D） E 777,075 669,300

財 政 力 指 数 0.845

実質収支比率 1.2

3 歳 入 歳 出 差 引 額 （ A-B ） C 1,237,663 1,162,707
近郊整備

標準財政規模 54,706,821 千円

4 翌年度へ繰越すべき財源 D 460,588 493,407

標準税収入額等 46,295,434 千円

ごみ・し尿処理
7 積       立        金 G 269,451 238,167

財産管理

伝染病関係％

6 単   年   度   収   支 F 5,554 △ 107,775

24,657,368積立金現在高

林野

　 　　―連結実質赤字比率

％1.9

9 積立金取り崩し金 I ― ―

8 繰   上   償   還   金 H ― 263,942        

地方債現在高 76,255,571 千円 中学校関係

収益事業収入額 　　― 千円
農業共済

後期高齢者医療債務負担行為額 29,055,456 千円

一　　　　　般　　　　　職　　　　　員　　　　　等 特　　　別　　　職　　　等

区　　　分 職  員  数  A 給 料 月 額 B
一人当り支給

区　　　　分
改定実施

10 実質単年度収支（F+G+H-I） J 275,005 394,334

一人当り平均

月  額　B/A 年月日 給料（報酬）月額

一 般 職 員 1,558 520,684 334,200 市 長 R6.4.1 1,098,000

うち技能労務職 113 41,776 369,699 副 市 長 R6.4.1 907,000

100.5 100.6

R6.4.1 782,000

教 育 公 務 員 94 32,464 345,362 常 勤 監 査 委 員 R6.4.1 578,000

う ち 消 防 職 338 108,667 321,500 教 育 長

R6.4.1 議 会 議 員

675,000

合       計 1,652 553,148 334,835 議 会 副 議 長 R6.4.1 612,000

臨 時 職 員                          ― 　　　　　― 　　　　　　― 議 会 議 長 R6.4.1

R6.4.1   565,000 (29人)

公

営

事

業

の

状

況

の有無 　千円 　 繰入金 　 千円 国

保

会

計

の

状

況

水 道 事 業 有 461,056

事　　業　　名
法適用 収　支　額 普通会計からの 職員数

54,190 54
千円

下 水 道 事 業 〃 251,031 2,428,174 46

30,337 世帯
後期高齢者医療事業 〃 101,919 3,869,290 5

国 民 健 康 保 険 事 業 無 △ 65,298 2,471,442 29
加 入 世 帯 数

普 通 会 計 か ら の 繰 入 金

人
財 産 区 〃 62,807                ― ―

介 護 保 険 事 業 〃 △ 113,818 3,251,546 35
被 保 険 者 数

円
保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

病院事業債管理事業 〃 0                ― ― １ 世 帯 当 り

保 険 税 （ 料 ） 調 定 額

火葬場

千円

被 保 険 者 １ 人 当 り

167,280

44,625

2,471,442

100.4

36,647 千円収   支   額

ラスパイレス指数
R4.4.1 R5.4.1

小学校関係

12.9 ％
税務事務

近畿

575,112 円被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用

113,720 円

事 務 の 共 同 処 理
の 状 況

実 質 公 債 費 比 率

％　 　　―将来負担比率

公債費負担比率

実質赤字比率 　 　　― ％

％ 議員公務災害

退職手当支給



千円 ％ ％ ％ ％

%

　

内 %

訳

  経常経費充当一般財源

千円

市 民 個 市 民 法

地 方 交 付 税 8,579,329 8.6 7,832,973 13.9

地 方 税
千円

元 利 償 還 金

一時借入金利子

（　　小　　計　　）

地 方 消 費 税 交 付 金 6,198,920 11.0

40,512,891 40.3

地 方 譲 与 税 722,269 0.7 722,269 1.3

法 人 事 業 税 交 付 金 514,740 0.5

27,416

市町村名 加  古  川  市 類　型 施行時特例市

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　質　　　　　別　　　　　歳　　　　　出

決算額 構成比区 分 構成比 税　　等決算額
経常一般 経常収

財源　Ｋ 構成比 財　　源 支比率
経常一般 Ｋ　の

区 分

17.1

千円

37,654,492 67.0 17,818,311 18.0 15,662,732 27.0
人 件 費

千円 千円

0.0 27,416 0.1 扶 助 費

15,312,822

11,473,108

11.6 9,943,496

31,300,745 31.5

う ち 職 員 給 11,524,693 9,721,355

8.6

8,160,817 14.4

配 当 割 交 付 金 488,773 0.5 488,773 0.9 公 債 費 8,563,973 8,300,031 14.6

株式等譲渡所得割交付金 644,723 0.7 644,723 1.2 8,560,212 8,296,270 14.6

8,583,195 8.6

8,579,434

利 子 割 交 付 金

3,761 3,761 0.0

ｺ ﾞﾙﾌ場利用税交付金 20,776 0.0 20,776 0.0

6,198,920 6.2

35,699,813 31,773,670 56.0

3,761

57,702,251

0.0

58.1

0.2 14,220,481

補 助 費 等

物 件 費 14.3

8,060,719 8.1地 方 特 例 交 付 金 1,504,219 1.5 1,504,219 2.7

維 持 補 修 費 789,027

94.0

12.0

― 

繰 出 金 9,592,278 9.7 7,687,225 6,796,782

前 年 度 繰 上 充 用金 ― ― ― 

2,501,1297.8

264,590 0.3 ― 投資及出資金貸付金

積 立 金 932,614 891,321

16.2

0.9

8.9

― 

746,356 0.8  特 別 交 付 税 　経常収支比率

697,642 492,811

7,132,521 5,075,018

514,740 0.9 0.8

10,669,328 9,223,611自動車税環境性能割交付金 132,102 0.1 132,102

普 通 交 付 税 7,832,973 7.8 7,832,973 13.9

0.9

投 資 的 経 費 7,728,993

7,642,250

分 担 金 及 び 負 担 金 2,408,438 2.4 ― ― 

59,346,158 59.1 55,741,403 99.2

33,659 0.0 33,659 0.1

（　小　計　）

交通安全対策特別交付金

使 用 料 726,536 0.7 364,110 0.6

149,965 減収補てん債（特例分）・臨時財政対策

2,485,737

2.3

 単　　　独

債を経常一般財源等から除いた場合

95.0

7.7

0.2う ち 人 件 費

普通建設事業費

149,965

132,968

訳

手 数 料 502,010 0.5 5 0.0

5,356,717 5.4 2,352,769国 庫 支 出 金 20,082,981 20.0

内 補　　　助 2,285,533

15,392

 

 

県 支 出 金 7,851,854 7.8  

繰 入 金 1,257,022 1.3  

失業対策事業費

寄 附 金 460,355

財 産 収 入 115,069 0.1 23,618 0.0

災害復旧事業費 86,743 0.1

 

53,361,892 千円

繰 越 金 1,237,663 1.2  

　税等総額（歳入）

66,441,686

― 

 

― ― 

0.5

 28,635 0.1

地 方 債 4,568,014 4.5  

諸 収 入 1,863,901 1.9

 

― ― うち減収補てん債特例分  

うち臨時財政対策債 578,414 0.6

 

 

目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

合 計 100,453,660 100.0 56,191,430 100.0 合 計 99,290,953 100.0 65,278,979

区 分 決 算 額 構成比 増減率 100
75

超過課税分 区 分 決 算 額 構 成 比 税　等

議 会 費
千円 ％ 千円収入済額

525,436 0.5 525,436

2,504,332 6.2 12.3 524,552

709,761

市町
村民
税

個 人 分
千円 ％ ％ 千円 千円

軽 自 動 車 税 716,340 97,916

34.5 △ 2.5 ― 11,308,254 11.4

1.8 5.1 労 働 費 252,906 0.3

547,488

鉱 産 税 ― ― ― ― 

1,747,504

商 工 費 925,459 0.9 600,243

市 町 村 た ば こ 税 1,704,073

― 

4.2 △ 3.1 農 林 水 産 業 費 690,752 0.7

2,459,916

特 別 土 地 保 有 税 ― ― ― 土 木 費 8,029,405 8.1

法 定 外 普 通 税 ― ― ― ― 

― 

消 防 費 3,517,351 3.5

5,957,657

8.6 8,563,975

8,764,484

― 

入 湯 税 1,821 0.0 △ 6.9 ― 災 害 復 旧 費 86,743 0.1

目 的 税 2,860,220 7.0 △ 0.2 ― 教 育 費 11,768,235 11.9

旧 法 に よ る 税 ― ― ― ― 前年度繰上充用金 ― ― 

内
訳

― ― 都 市 計 画 税 2,858,399 7.0 △ 0.2 ― 諸 支 出 金

― ― ― 公 債 費 8,583,197

― 

15,392

事 業 所 税 ― 

滞納繰越分 合　　計

100.0

％

町 人
所得割

標準税率に 町
円

合 計 40,512,891 100.0 △ 0.6 524,552 合 計 99,290,953 65,278,979

率
／

8.4 ／

合 計1001.4

市 町 村 民 税

12.1 ／
100

％

法人税割
100

99.6

～R元.9.30

Ｒ元.10.1～
99.6 ％

徴
区　　分 現年課税分

99.5
収

60,000 ～ 3,600,000

固 定 資 産 税

％

14.3

％

％％ 97.9

98.2

％

％

98.532.4

20.6

13,767,450

1,864,681

18,599,752

基準税額 ×

衛 生 費 9,197,778 9.3

市　　　　　　町　　　　　　　村　　　　　　　民　　　　　　　税

総 務 費

民 生 費 44,405,437 44.7 22,024,297

固 定 資 産 税 18,764,462 46.3 △ 0.7 ― 

法 人 分

6,983,499

8,738,67613,963,464

36,689,148

均等割 3,000 円 均等割

適　　　　用　　　　税　　　　率　　　　の　　　　状　　　　況

村 税 分 1.0 固 定 資 産 税

対する比率 村 税 分
人


